
306306 第58巻 日本公衛誌 第 4号 2011年 4月15日

連載
ヘルスサービスリサーチ

「保健行政とヘルスサービスリサーチ」

杉並保健所 保健予防課 坂野 晶司

はじめに

行政機関の機能のうち，ヘルスサービスリサーチ

（以下，HSR）に包含または隣接する領域につい
て，現状を概説したい。行政機関におけるHSRと
いうのはやや場違いな印象があり，実際2011年現在
の現場ではいまだ馴染み薄い概念である。

地域保健法で保健所の事業のうち「行わねばなら

ない事業」（第六条一項から十四項）と「行うこと

ができる事業」（第七条一項から四項）としてあげ

ているが，HSRは主に同法第七条一項および二項
での「所管区域にかかる情報収集，整理，活用と調

査研究」に該当する「行うことができる事業」とい

える。

本稿でも地域保健法に記載の情報収集（インプッ

ト），整理，活用（アウトプット）にわけて同法お

よび医療法，関連法での実際の運用と問題点につい

て考察したい。

改正医療法により，行政は 4疾病 5事業（4疾
病がん，脳卒中，急性心筋梗塞，糖尿病 5事
業救急医療，災害時における医療，へき地の医

療，周産期医療及び小児救急医療を含む小児医療）

を医療計画に盛り込むことに努めなければならな

い1)こととなった。そのため，行政機関においても

HSRの考え方を敷衍し，医療介護施設を「ストラ
クチャ，プロセス，アウトカム」の 3軸での評価を
導入することが求められている。

なお，本稿では医療施設と介護保険法（介護老人保

健施設など）に規定する施設をあわせたものを便宜

的に「医療介護施設」として表記している。介護保

険施設については本連載「7」に詳細な言及がある
のであわせてご参照いただきたい。

保健所組織の多様化と二次医療圏との乖離

近年の医療介護施設をめぐる変化はひとえに二つ

のキーワードに集約されるであろう。ひとつは他国

に類例を見ない速度で進行する高齢化であり，この

ことは医療介護需要の爆発的増加を意味する。もう

ひとつは「医師不足」に代表される医療・介護を提

供する側の人材不足（偏在）である。これらにくわ

え，「限界集落」なる言葉に象徴される超過疎化，

「消えた百歳」問題で表面化した「無縁化」など，

医療介護周辺の状況は困難さ・複雑さを増すばかり

である。この状況下で行政に課せられる課題もます

ます大きくなっているが，一方では行革の名のもと

に行政側のマンパワーも著しく減少しており，「選

択と集中」の掛け声のもと，組織の合理化というか

たちで具体化されることとなった。

地域保健法施行令第一条で保健所を設置する市に

ついて，指定都市＋中核市＋狭義の保健所政令市と

している。これら広義の保健所政令市に加えて，

都道府県と東京特別区が保健所を設置する自治体で

ある。

文献2)によると，広義の保健所設置市＋東京特別

区でみた場合，保健・環境・福祉部門がそれぞれ単

独組織で存在している自治体が36.1，保健福祉が
一体化して環境部門が独立している自治体が

54.2，保健と環境が一体化して福祉部門が独立し
ている自治体が2.4であった。非常に概略的な評
価であるが，約半分の保健所設置市では保健福祉が

一体の運用になっているといえよう。保健・医療と

福祉の連携が求められてはいるが，組織の点では課

題が多い。すなわち，一体的運用が望まれるのだ

が，本当に一体的に運用すると組織が巨大化してし

まうため，現実的には困難な自治体も多い。

近年では指定都市の人口要件緩和（法的な指定都

市の人口要件は人口50万人以上だが運用面の緩和）
と平成の大合併などにより，岡山市（2009年 4月指
定）・相模原市（2010年 4月指定）が指定都市とな
った。今後熊本市の指定都市移行が予定されている。

文献2)によれば，広義の保健所設置市＋特別区の

人口は5164万人であり日本全体の40.6を占めてい
る。いわゆる県型保健所管轄区域の人口7537万人で
ある（平成20年度）。その後の市町村合併と人口の
都市への移動などを考慮すると，現時点で全国民の

ほぼ半数弱が広義の保健所設置市か特別区に在住し
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ているといえる。

また，指定都市の運用要件緩和によりたとえば特

別区では世田谷区などはすでに人口80万を大きく越
え（平成22年国勢調査速報人口878,056人），指定都
市の運用上の要件を十分満たすようになっており，

今後ますます保健所の態様が多様化することが予想

される。

このことが「保健所」という用語が指し示す先の

流動化を示している。二次医療圏毎にひとつの保健

所という原則は東京特別区以外でも崩れつつある。

地域保健法上，「必置」であるからおいてはいるが，

いわゆる二枚看板で最小の機能に絞っている保健所

もあれば，逆に関連ある部署を取り込んで大きな組

織になっている保健所もある。

保健所設置市の圏域は二次医療圏と一致しない場

合が多いため，保健所の事業のうちHSRに該当す
る部分が，明示的でなくなる可能性が高くなるわけ

である。

情報収集（インプット）

行政が行うべきヘルスサービス評価の項目を，改

正医療法であげられた「4疾病」別にストラクチャ・
プロセス・アウトカムの 3軸で評価する際に検討す
べき事項を前出の課長通知1)などから抜粋して表に

示した。

行政機関に医療介護施設の情報が入るチャネルは

設立時や指定時に法・規則に定められた事項の情報

が制度的に入ってくるが，この情報は評価の 3軸の
中では主に「ストラクチャ」軸に関係するパラメー

タである。

たとえば，無床診療所開設の際，医療法第八条に

基づいた届出（医師以外のものが開設する場合，届

出ではなく同法第七条の許可申請）が必要である

が，この届出書類には管理する医師，所在地，診療

時間，従事者等の情報が記載され，これらは行政が

管理する情報となる。また，定期的・不定期的な立

ち入り検査の際の情報，たとえば食中毒や感染症な

どが発生した場合に感染症予防部門や食品衛生部門

の職員が立ち入ることなども想定されるし，医療法

第二十五条に基づく立ち入りという状況もありうる。

精神科病院については地域保健法第六条や精神保

健福祉法などで規定があるだけに，保健所とのパイ

プは身体科よりも太く，より細かい情報が行政側に

インプットされうる。また，結核病棟のある病院に

は感染症部門経由で情報が行政側にもたらされる。

また，住民健診などを医師会に委託しているような

場合は，折につけ医療機関と行政側が対話する中

で，情報が行政側にもたらされることになろう。

保健師等の住民からの相談を受けているチャネル

からは「あの病院は良かった（悪かった）」という

情報が多く入るが，このチャネルの情報は悪かった

方向に大きなバイアスの可能性がある情報であり，

評価する場合は周辺の情報を含めた慎重な検討が必

要になる。

いずれにせよ行政には複数のチャネルから医療介

護施設の情報がインプットされるが，あくまでそれ

は施設のポテンシャルを一面的に評価した情報に過

ぎないということを認識しておく必要がある。

情報の整理

次に，インプットされた情報を行政内部で如何に

評価するかが問題となる。前述したように，非常に

組織によって名称が異なっているので，本稿におい

ては便宜的に以下の表記を用いる。

市町村業務部門

保健師等の専門職がいて，住民の相談などに対応

している部門である。日頃より各種の相談などに対

応しており，関連する施設に関する情報集積は高い。

しかし，高齢者関係部門を分離している組織で

は，高齢者関係施設の情報は介護保険を掌握してい

る部門が握っている場合が多い。県型の保健所の場

合は，この部門は感染症や精神などに特化して一般

的な相談機能は市町村に委ねられている場合が多い。

障害者施策部門

障害者福祉部門には主に障害者関係の施設の情報

が入る。先に示したように保健と福祉の一体運用が

なされている自治体が都市部では約半数である。

現在，この部門ではHSRとは密接な関係は今の
ところは少ない。しかし，三障害一体化運用を指向

している自治体では精神障害者の身体医療の問題を

常に考慮せねばならない。一例を挙げれば，近年の

精神疾患患者の「入院から地域へ」の動き3)によっ

て，患者が入院を要する身体疾患（たとえば悪性腫

瘍など）になった場合，受け入れる医療機関がなか

なか見つからないということがしばしば発生する。

組織の壁を越えた連携が重要になってこよう。

医事部門

保健所の生活衛生部門で所轄している場合が多い

が，免許部門と監視部門が分かれている場合もあ

る。前述したように，この部門には医療機関の主に

「ストラクチャ」軸の情報が集積している。後述す

る医療安全支援センターの運用に関与している場合

もあるであろう。いずれもHSRの面でははずして
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表 4疾病の評価指標の一例

ストラクチャ プロセス アウトカム

がん がん診療連携拠点病院数，それ

以外の専門的ながん診療を行う

病院数

がん診療連携拠点病院整備状況

放射線療法や外来化学療法の実施

状況，緩和ケアチームや緩和ケア

外来設置状況

診療ガイドライン等に基づき作成

された CP整備状況
相談支援センターの整備状況

地域連携 CPの整備状況

喫煙率

医療用麻薬の消費量

がん患者の在宅死亡割合

年齢調整死亡率（75歳未満）

脳卒中 脳卒中の専用病室を有する医療機

関およびその病床数【急性期】

t-PAによる脳血栓溶解療法の
実施施設基準（日本脳卒中学会

によるもの）を満たす医療機関

数【急性期】

リハビリテーションが実施可能

な医療機関等の数【急性期・回

復期・維持期】

訪問看護ステーション数【維持

期】

健康診断・健康診査の受診率

【予防】

発症から救急通報を行うまでに

要した平均時間【救護】

救急要請から医療機関収容まで

に要した平均時間【救護】

t-PAによる脳血栓溶解療法適
用患者への同療法実施率および

実施数【急性期】

地域連携 CP導入率【急性期・
回復期・維持期】

入院中のケアプラン策定率【回

復期・維持期】

在宅等生活の場に復帰した患者

の割合

発症 1年後における ADLの状
況

脳卒中を主な原因とする要介護

認定患者数（要介護度別）

年齢調整死亡率

急性心

筋梗塞

CCUを有する病院およびその
病床数【急性期】

冠動脈造影検査および治療が実

施可能な医療機関数【急性期】

心臓リハビリテーションが実施

可能な医療機関数【急性期】

健康診断・健康診査の受診率

【予防期】

発症から救急通報を行うまでに

要した平均時間【救護】

救急要請（覚知）から医療機関

収容までに要した平均時間【救

護】

来院から心臓カテーテル検査ま

でに要した平均時間【急性期】

地域連携 CP導入率【急性期・
回復期・二次予防】

在宅等生活の場に復帰した患者

の割合

年齢調整死亡率

糖尿病 糖尿病教室等の患者教育を実施

する医療機関数【初期・安定期

治療，専門治療】

教育入院を行う医療機関数【専

門治療】

急性合併症の治療を行う医療機

関数【急性増悪時治療】

地域医療連携 CP導入率【初
期・安定期治療，専門治療，慢

性合併症治療】

薬物療法からの離脱実績

医師の判断によらない治療中断

率

DMに合併する脳卒中，心筋
梗塞の発症数

DMによる失明発症率
糖尿病腎症による新規HD導
入率

年齢調整死亡率

資料1)より主要なものを抜粋して筆者が作成。CPクリティカルパス/DM糖尿病/HD透析
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図．医療安全支援センターの総相談件数

平成20年 4月～21年 3月 文献6)より著者作成
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考えることのできない部門である。

高齢者部門・介護保険部門

これらの部門の形態も自治体によってさまざまで

ある。この部門には主に介護施設の「ストラクチャ」

軸の情報が集積する。また，定期的な立ち入り検査

を行っており，その際にある程度は「プロセス」軸

の情報も見て取れるが，検査を担当する者の職種に

より評価の視点が異なってくるであろう。

医療体制企画部門

この医療体制構築の部分は自治体による違いが大

きい。保健所内にある場合と外にある場合がある。

改正医療法で登場した「4疾病 5事業」の体制を構
築する部門はここである。医療機関の評価は主にこ

の部門であろうが，介護施設の評価について上記の

高齢者部門・介護保険部門が行っている場合が多い。

解決のために必要なこと

このように，保健所や行政機関の組織は非常に変

化が多く，画一的に語ることは適切ではない。

文献4)によると，市町村での保健福祉サービスの

調整機能について，「行政内部の連携を調整してい

る」ものは，「とてもしている」「している」をあわ

せて93.0であったが，「NPOや地域の組織との連
携調整」は「とてもしている」「している」あわせ

て79.7にとどまった。今後は地域の組織を含めた
より幅広い関連組織との密接な調整が必要になろ

う。また，3軸評価において，「アウトカム」軸の
項目には 4疾患とも「年齢調整死亡率」が入ってい
る。各地域で管轄圏域の年齢調整死亡率を算出でき

るような，数理的な検討体制の構築が望まれるが，

実現は容易ではないだろう。医療統計の専門家の活

用などが望まれるところである。

情報の活用（アウトプット）

医療法第六条の二で規定されているが，行政が最

も苦手な分野でもある。行政から各個別の医療介護

施設について，この施設は良い，悪いといった質

的・主観的な評価（わかりやすい）の情報を住民に

提供することは，行政組織に求められる高度な中立

性もあり難しい。従って，提供される情報は設置の

際に公的に報告される場所や収容能力，標榜科目や

診療時間といった情報，すなわちストラクチャ軸に

偏重されがちとなるが，住民がもっとも欲している

のはアウトカム軸の情報であり，乖離がある。

都道府県レベルでは，「医療機能情報提供制度」

が稼動開始5)しており，厚生労働省のページから各

都道府県のページにリンクが設定されている。

平成14年医政局総務課長通知で広告可能となった
各科「専門医」の有無について，行政側では体系的

に管理していない場合が多く，住民からの問い合わ

せに応じてその都度学会のウエブページなどを参照

して情報を提供しているのが実情であろう。

文献2)によると，保健所設置市＋特別区において

保健福祉に関する総合相談窓口を設置している自治

体は36.1，県型保健所のエリアにおいては市町村
数ベースで27.4にとどまった。
医療法の改正により，都道府県および広義の保

健所設置市（特別区を含む）は「医療安全支援セン

ター」を設置に努めることとなった。

平成21年12月現在，文献6)によるとすべての都道

府県で「医療安全支援センター」が稼動しており，

ほとんどの中核市クラスでも直近 1, 2年程度で整
備がなされる見込みであることがわかるが，狭義の

保健所政令市では整備は約半数，特別区では現時点

では筆者の所属する杉並区のみが同センターを有し

ている。これは特別区では複数の区で二次医療圏を

構成しており，保健所管轄圏域と一致していないこ

とと関係していると思われる。

この「医療安全支援センター」への総相談件数を

図示したものが図であるが，保健所設置市では「苦

情件数＜医療相談」であるが，都道府県型保健所の

場合，「苦情件数＞医療相談」と関係が逆転してい

ることがわかる。すなわち保健所設置市では「医療

安全支援センター」が副次的な機能である総合相談

機能の一端を担っていることが伺える。いずれにせ

よ，分かりやすい情報を低コストで届けるシステム

の構築が必要である。

おわりに

4疾病 5事業の制度構築において，ひとつの大き
な壁とされてきた脳梗塞への t�PA製剤の投与に関
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しては，日本脳卒中学会がガイドラインの変更を検

討7)している。

脳梗塞に対する t�PA製剤の投与は発症から 3時
間以内である旨が課長通知1)や薬剤添付文書で記載

されているが，欧米のガイドラインの変更などに伴

い，このリミットが4.5時間に延長される方向であ
る。添付文書の改訂などが必要になるが，これによ

り多くの医療圏で脳卒中の医療体制構築がなされる

ことが今後期待される。このように，医学の進歩に

よって評価の目安が刻々変化するので，計画を万古

不易とせず，常にアップデートできる体制の構築が

望まれる。

以上，行政機関のもつべきHSR的機能について
浅学菲才を省みず概説をこころみた。近年の立法措

置により行政側が行わなければならない・努力しな

ければならない情報収集・整理（＝評価）・活用の

ボリュームは増加しているが，それに適合したマン

パワーを確保することは容易ではない。一方，行政

の現場では，議会・住民・関係団体・行政組織など

多様なステークホルダーの利害が複雑に競合し，ま

た近年は財政的な制約なども大きく，疫学的最適解

を実践に移すことが困難な場面も多く見られる。

今後はコンパクトな組織でいかにわかりやすい情

報発信を行うかが行政の課題であり，従前の方法論

にとらわれないパラダイムシフトが求められよう。

特に，インターネットの普及は情報発信の面で大き

な変革をもたらしたが，そこには同時に「ディジタ

ルディバイド」なる負の側面をもたらした。民間活

力を大胆に導入するなどの思い切った政策の転換が

求められよう。

本稿の執筆にあたり，深澤啓治杉並保健所長ほか杉並

保健所各位の多大なご指導・御校閲を賜った。
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